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今月のトピックス 「サラリーマンドリームは幻想になる？」 
   

者は約２０年前にサラリーマン生活からスピンアウトしたわけですが、２０代の頃は年収１０００

万円を得られれれば１人前と考えていました。収入で人の価値を判断するべきではないことは重々

承知していますが、サラリーマンにとって年収１０００万円という響きは独特のものがある気がしてな

りません。リタイア世代で親交のある人と話をすると、昔は確定申告をすることが一つの誇りだったと

聞いたことがあります。というのは、現在でこそ確定申告が必要な年収は２０００万円以上ですが、か

つては１５００万円以上だったということです。金額はさておき、１０００万円以上の収入（世帯所得）

を得ている人は、厚生労働省の平成２４年の国民生活基礎調査によれば１１．６％にすぎません。世帯

所得なので個々人の年収とは言えませんが、世帯所得ですら１０００万円以上の年収を得ている人は１

１．６％しかいないのですから、数少ない高所得者と言い換えることもできるでしょう。長年の勤労の

努力が報われ何十年と頑張った末に、晴れて年収１０００万円以上の勤労者になったと感慨に浸った途

端、厳しい現実に向き合わざるを得ないことも容易に分かることでしょう。 

 

というのも、税金（所得税＋住民税）を計算する際には所得を確定する必要がありますが、近年の税

制改正を俯瞰すると、まさに年収１０００万円以上に負担増が集中する改正になっていることがわかり

ます。かつて給与所得控除は、１０００万円超は「収入金額×５％＋１７０万円」だったものが、平成

２５年には収入金額が１５００万円超は一律２４５万円、平成２８年には年収１２００万円超は一律２

３０万円、平成２９年からは年収１０００万円超を一律２２０万円に引き下げる予定。これでは長年頑

張った末、年収１０００万円以上になったと思ったら、今度は国から税負担増という憂き目にあうとい

うことが言えます。 

給与所得控除の減額だけならまだしも、子ども手当の創設、高校無償化等に伴い１６歳以上１９歳未

満の特定扶養親族の扶養控除の上乗せ分２５万円と１６歳未満の年少扶養親族の扶養控除は廃止。子ど

も手当（現在は「児童手当」）は、導入当初より少なくなったあげく、年収９６０万円を境に月１万円が

０．５万円に減額（扶養親族等が３人いるケース）。さらに高校無償化では、年収９１０万円という年収

制限が導入される予定となっています。 

 

確かに、年収１０００万円以上は高所得者に入ることから、ある程度の税負担はやむを得ないと思い

ますが、人数が少ない高所得者のサラリーマンに負担を求めた、言い換えれば「取りやすいところから

取った」辻褄合わせと思えなくもないのです。長年頑張った暁が税負担増大では、サラリーマンドリー

ムはもはや夢幻と言った方がよいのかもしれません。頑張った人が報われる社会になって欲しいもので

す。 
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